
《地震の概要》 《被害状況》
令和８年熊本地震に係る第３回災害対策本部員会議
（７月２９日９時３０分）より

出典：気象HP
「令和８年熊本地震」について（第３報）

地震の震度
（28日16時27分）

震度７

※

１

人
的
被
害

死者 11名

重傷者 8名

軽傷者 15名 ※他災害との関連調査中の負傷者多

数

住家被害 全壊、半壊、一部破損多数

避難状況 465箇所に9,872名

停電 約36,700戸

断水 約84,000戸 ※2

出典：※１ 令和8年度熊本地震による被害及び消防機関等の対応
状況（第16報）より

※２ 国土交通省 令和８年熊本地震による被害状況等に
                     ついて（第４報）より

令和8年熊本地震の被害状況について フリップ①



《大阪府等の支援体制》

《各関係機関の支援状況》

○大阪府災害等支援対策室(7/28 16:27設置)
・各種支援活動を実施中

○関西広域連合支援準備室(7/28 16:27設置)
・17:35 緊急派遣チーム（先遣隊）2名を派遣 7/29 10:40～熊本県庁で活動開始

大阪府等の支援状況について

○府警察：１０３名（本日夕方出発予定）
（広域緊急援助隊９７名、連絡調整班３名、広報班１名、軌道通信班２名）

○DMAT：調整本部立上げ、コーディネーションチーム(中河内救命救急センター技師1名)
を7/29 13:00現地へ派遣

○水道：日水協本部から関西地方支部へ給水車10台派遣要請を受け、府内から4台派遣予定
※7/29大阪市2台、堺市1台（それぞれ夕刻頃出発） 、7/30豊中市1台（出発予定）
※泉佐野市が協定先の宇土市に給水車1台派遣(7/29午後から8/12まで活動予定)

《その他（派遣準備等）》

○健康医療部：DPAT：自動待機中(現時点で要請なし)
DHEAT：5班待機中(現時点は九州ブロック内への要請)
モバイルファーマシー：派遣準備中（現時点で要請なし）
コンテナファーマシー：派遣準備中（現時点で要請なし）

○福祉部：大阪DWAT事務局から全チーム員に対し連絡体制の確保を依頼 (現時点で要請なし)
○都市整備部：被災建築物応急危険度判定の派遣に向け人選中(現時点で要請なし)
○教育庁：「えん大阪」派遣の可能性があるため情報収集中
○消防：大阪市消防局航空小隊(1隊5名)※１４：４０待機解除

フリップ②



トイレカー概要

〇 設 備：
    男性用 →大便器２ 、小便器１
女性用 →大便器２
多目的室→大便器１、オストメイト用便器1

ベビーキープ台1、オムツ交換台1
※大便器は洋式便座（温水洗浄便座）、

多目的室にエアコン配備、屋根にソーラーパネル設置

〇 使用回数：
貯水タンク、便槽タンク完備（約800～1000回使用可）

平面図

後部個室 多目的室

自走式水洗トイレカーの派遣について
○断水により避難所で深刻な課題となるトイレ環境の改善のため、本府所有のトイレカーを派遣。
○関西広域連合から現地にリエゾンを派遣しており、現地の状況を把握しているところ。
（今後、要請に応じて必要な支援を行う予定）
○昨日発生した「令和８年熊本地震」により、熊本県を中心に約８万４千戸の断水が発生。
速やかに被災地の衛生環境の確保するため、先行的に本府所有のトイレカー、現地対応を行う
府職員４名を派遣。（フェリーで本日19時50分南港発、翌8時30分新門司着）
○派遣先については熊本県内の断水被害が多いエリア(八代市など)に向けて出発。

フリップ③



◆ ㈱全東信の破産手続き開始により、府内取引事業者の売上金が未収となる等の影響が発生
◆ 国における「セーフティネット保証１号（連鎖倒産防止）」の適用開始決定を受け、認定を受けた企業に対し、
府の資金繰り支援として制度融資「経営安定サポート資金（セーフティネット型）」を7月３１日より受付開始

■融資限度額 ： ２億円 うち、無担保8,000万円（一般保証とは別枠）

大阪府 制度融資

■融資対象者 ：
｢㈱全東信に対して、50万円以上売掛金債権等を有している」又は、
「50万円未満の売掛金債権等しか有していないが、
㈱全東信との取引規模が20%以上ある」府内中小企業・小規模事業者で、
市町村長より「セーフティネット保証１号」の認定を受けた方

■融資期間 ： 10年以内（据置期間12か月以内） ■申込窓口 ： 取扱金融機関

■融資利率 ： 金融機関所定 ■信用保証料率 ： 0.9％

経営安定サポート資金（セーフティネット型）【7月31日受付開始】

※詳細は、府HPもご覧ください

事業者からの相談内容

相談分類 件数

①つなぎ資金・融資等 15

②代替決済手法等 11

③税務・経理対応 2

④法務対応 7

合計 35

※令和８年７月2８日時点

■大阪信用保証協会、府内商工会・商工会議所
への相談件数（合算）

■融資限度額 ：2,000万円

■融資対象者 ：府内小規模事業者

■融資期間 ： 10年以内（据置期間12か月以内）

■融資利率 ： 1.85％

小規模企業サポート資金

■信用保証料率 ： 保証協会所定（無担保0.5～2.2％）

■申込窓口 ： 取扱金融機関

※つなぎ資金（短期資金）としての利用も可（１年以内の一括返済可）

制度融資に関する
お問い合わせは
府金融課へ

０６-６２１０-９５０８

フリップ④㈱全東信の破産手続開始により影響を受ける中小企業者への支援について



■受付時間 ： 平日午前９時0０分～午後５時３０分

■相談方法 ： 電話（06-6260-1730）

つなぎ資金・融資等に関する相談窓口

○大阪信用保証協会 【特別相談窓口（7月10日開設）】

※各商工会・商工会議所の連絡先は各団体もしくは大阪府ホームページでご確認ください

■相談内容 ：税務・経理・法務に関する対応、代替決済手法などの各種相談

その他の相談窓口

○府内の各商工会・商工会議所

◆ ㈱全東信の破産手続き開始に伴う府内中小企業者の様々な影響に関して、
府と関係機関が連携し、資金繰りに関する相談の他、各種相談をお受けしています

大阪府 商工会・商工会議所

■相談内容 ：全東信の破産に伴う資金繰り相談 等

大阪信用保証協会 全東信

フリップ⑤㈱全東信の破産手続開始により影響を受ける中小企業者への支援について
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